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研究成果の概要（和文）：　本研究は、これまであまり注目されてこなかった高齢者の社会動態（地域間移動）
に着目したものである。高齢者の移動要因として「福祉移住仮設」を設定し、介護が必要となる後期高齢者が、
介護福祉施設が量的に豊富な自治体へ移動していることを定量的に明らかにした。また、介護保険制度の制度設
計に反して、高齢者の移動は移動先の自治体の要介護度などに影響を与えていることを明らかにした。
　さらに、自治体や諸外国へのヒアリング等の調査を通じて、わが国の介護保険制度のあり方について考察を行
った。

研究成果の概要（英文）：In this study, I investigated social dynamics (inter-regional movement) of 
elderly people. The social dynamics of the elderly have not been paid much attention. I set "Welfare
 induced migration hypothesis" as movement factor of the elderly people. I empirically clarified 
that the elderly people in the late stage (aged 75 and older) who needed long-term care tend to move
 to the municipalities abundant in long-term care welfare facilities. In addition, contrary to the 
system design of the long-term care insurance system, it was clarified that the movement of the 
elderly affects the degree of need for long-term care of the municipalities of the moving 
destination.
Furthermore, I examined how Japan's long-term care insurance system should be by examining the 
interviews with Japanese municipalities and foreign countries.

研究分野：公共経済学
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の意義は、これまであまり考慮されてこなかった高齢者の社会動態を定量的に把握したことである。高
齢化に伴う（地域レベルの）問題は、これまで居住している人々が高齢化していく現象や、若者が流出していく
現象に注目が集まってきたが、高齢者が移動することについてはあまり考察がなされてこなかった。本研究で
は、高齢者の地域間移動の通時的な動向や、要因分析に踏み込んだ研究として意義深い。
　それに加えて、介護保険制度を中心とした諸制度が、高齢者が移動していくことを前提にはしていないことを
指摘し、そのあり方を再検討している点で、政策的・社会的意義が高いと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 団塊の世代が後期高齢者となる時代を目前に、高齢者の人口動態を踏まえて介護保険制度の
持続可能性を検討することは喫緊の課題である。 
福祉移住（ウェルェア・マグネット）は、米国や欧州を中心に膨大な研究蓄積があり、多岐
にわたる学術分野における重要な研究対象となっている。一方で、わが国においても経済学や
人口学、地理学などで人口移動が取り扱われてきているものの、高齢者を対象とした地域間移
動、特に福祉移住仮説を検討した研究はきわめて少ない。しかし、4人に 1人が高齢者となり、
単身高齢者世帯が 500万世帯に及ぶ状況で、家庭内扶養のみで高齢者をケアすることは不可能
に近い。一方で介護福祉施設の不足も指摘され続けている。そのような中で、増加し続ける高
齢者が、どのような地域に、どのような要因で移動するのかを把握することは喫緊の課題であ
る。特に、「団塊の世代」が 75歳を迎え介護ニーズが激増する 2025年に向けて、高齢者の自
然動態だけではなく社会動態を把握し、持続可能な介護保険制度の再構築を検討することが急
務である。 
報告者は、これまで明らかにされてこなかった、わが国における福祉移住の実証分析におい
て先駆的な研究を行ってきた。介護移住に関しては、中澤 (2007)、Kawase and 
Nakazawa(2009)、中澤・川瀬(2011)において、後期高齢者は大都市周辺の施設サービスの量
的整備が進んだ自治体に移動する傾向があることを明らかにしている。また、子どもを持つ親
の移住と自治体の保育サービス（保育所の量的拡充）との関連を実証した研究として、中澤・
矢尾板・横山(2015)がある。 
これら研究は時間軸・性別など拡張の余地が大きい。また、本当に介護サービスを求めて移
動しているのかという点について、計量分析以外の検証も必要である。 
わが国の利用可能な統計データにおいて市町村別・年齢階層別・性別の社会移動を把握する
ことは難しい。10年ごとの国勢調査データを用いるか、何らかの方法で移動データを構築する
必要がある。この問題に対して、報告者は中澤(2007)において「住民基本台帳人口要覧」の年
齢階層別人口データと、「人口動態統計」の年齢階層別死亡者データを組み合わせることで、市
町村別・年齢階層別の純社会増加数を把握する手法を開発した。この手法をさらに拡張させ、
「生命表」における年齢別死亡率を用いることでより精緻なデータ構築が可能になっている（中
澤・矢尾板・横山(2015)）。本手法を拡張していくことで、時代の変化に応じた高齢者の社会動
態を把握することができる。すなわち、高齢者が「どれだけ、何を要因として」移動したのか
を、市町村別・年齢階級別・性別で把握できる。さらに、その時間を通じた変化も把握できる。 
高齢化と世代間の断絶（家族規模の縮小）が急速に進行するわが国において、高齢者の自然
動態だけではなく社会動態の重要性も高まっている。本研究は、高齢者の社会動態を包括的か
つ定量的に検討した初の試みであり、非常に特色のある研究になると考える。また、高齢化と
それに関連する問題に関しての課題先進国であるわが国における研究は、他の同様の問題を抱
える国や地域についても大きな示唆を与えることが期待できる。その点を考慮して、本研究の
成果は積極的に英文論文として公表し、英文査読誌への投稿を行う。さらに、その知見を踏ま
えて介護保険制度のあり方を考察することは、わが国において最も重要な課題となっている社
会保障と財政の持続可能性に対する学術的、政策的意義の高い研究であると考えている。 

 
２．研究の目的 
 
 本研究は、自然動態と比較して検証が少ない高齢者の社会動態（移動）の要因とその影響を
定量的に明らかにすることを目的とする。さらに、高齢者の社会動態を踏まえた介護保険制度
のあるべき姿を考察し、広く社会・国民に提言することを目的とする。具体的には、①政府統
計データを用いた高齢者の社会動態の変遷の把握、②高齢者の移動要因としての福祉移住（ウ
ェルフェア・マグネット）仮説の検証、③介護老人福祉施設へのヒアリング調査およびアンケ
ート調査を通じた高齢者の施設入所移動の把握、④高齢者の自然動態および社会動態が介護保
険制度に与える影響の考察、を研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
  
 本研究では高齢者の社会動態（移動）の基礎的検証を完成させ、福祉移住仮説の実証分析の
拡張をおこなう。これら研究を通じて高齢者の社会動態の変遷と要因を総合的に把握する。一
方で、介護老人福祉施設を運営する社会福祉法人にヒアリング調査をおこない、入居者の移動
傾向を把握する。ヒアリング調査の知見を用いてアンケート質問票を社会福祉法人等に送付し、
集計する。これら調査を行うことで、マクロ統計を用いた定量的な移動傾向の把握に対して、
ミクロ的な現状把握を行うことができる。研究を通じて明らかにした高齢者の社会動態を踏ま
えて、現状の介護保険制度（市町村レベルでの保険運営、住所地特例等）のあり方を再検討す
る。研究期間内に以下のことを明らかにする。 
 
I. 高齢者の社会動態の変遷：10 年ごとの国勢調査における移動集計を用いて、高齢者が
「どこから、どこへ、どれだけ」移動したのかを把握する。移動量・率、傾向の変化



の有無を数値的に明らかにする。 
II. 福祉移住仮説の実証分析：先行研究の時間軸方向への拡張として、2005 年から 2010 年
までの自治体別・年齢階層別の移動データを作成・利用し、先行研究と比較すること
で、介護移住の傾向や強さの変化を把握する（データは作成済）。家族関係のあり方な
どを考慮した分析に拡張していく。さらに、介護移住が移住先の保険者に与える影響
（要介護認定や財政）を検討する。 

III. ヒアリング・アンケート調査：介護老人福祉施設を運営する社会福祉法人に対して、
ヒアリング調査を通じて入居者の元居住地域（個人や具体的な自治体名は特定化しな
い）の傾向を把握する。ヒアリング結果を踏まえて、郵送によるアンケートを東京都
の介護老人福祉施設を中心に発送し、集計する。 

IV. 介護保険制度の再検討：ⅠからⅢの結果を踏まえて、高齢者の社会動態を考慮した介
護保険制度のあり方を検討する。具体的には市町村ベースの保険者のあり方、現行の
住所地特例のあり方などを考察する。 
 

４．研究成果 
 
 複数の英文査読誌（Nakazawa[1], Nakazawa[8]，[]内の数字は、主な発表論文等における〔雑
誌論文〕の番号である）に論文を掲載したほか、邦文査読誌にも論文を掲載している。また、
査読が付かない邦文雑誌にも複数論文を掲載した。また、国際学会等での報告も行っている。 
 それに加えて、自治体職員が主な読者である論文誌（中澤[3]）や自治体職員に向けた講演な
ど、研究成果の実務者に対する公表も積極的に行った。 
 
I. 高齢者の社会動態の変遷：国勢調査で把握できる高齢者の人口動態（1990 年以降）につい
て、主として東京圏における動態を通時的に把握し、後期高齢者の東京圏への環流が強ま
ってきていることを明らかにした。研究成果は中澤・小松[7]において公表済みである。 

II. 福祉移住仮説の実証分析：既存データを組み合わせた研究および国勢調査のデータを用い
た研究を実施し、福祉移住仮設の実証と介護保険制度に与える影響を考察し、国内査読誌
に掲載された（中澤[4]）。また、男女別の介護移住を検証し、後期高齢女性の介護移住傾
向が強いことを明らかにした（中澤[2]）。 

III. 介護老人福祉施設ヒアリングと、複数自治体にヒアリングを実施した。その結果、施設へ
のアンケートは困難であることが明らかとなった。一方で、国内の自治体及び介護保険制
度を導入している諸外国（ドイツ・オランダ）の関係機関へのヒアリングを実施し、研究
に取り込むことができた。 

IV. 研究成果を踏まえて､高齢者の人口動態、特に社会動態の変化が介護保険制度や地方財政
に与える影響についてまとめ、自治体職員が主な読者である論文誌（中澤[3]）や自治体
職員に向けた講演など、研究成果の実務者に対する公表も積極的に行った。 
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